
P285【４２４条～ 詐害行為取消ができる範囲】

債権者取消権 の実 質はその者 の債権を保全 するもの（事実上の優先弁済 がある）

∴給 付が可分 な場合損害 を受 ける限 度でしか 取 消ができない

↓ 不可分な場 合は？

全部 の取消ができる ∵ 一部取消ができない，できる限り現物返還 にすべき

例外 担保権者に担保目的物 が代物弁済された場 合

→ 被担保債権を超える部分 のみしか 取消ができない，価額賠償 になる

説明のための事例【４４４条，４４５条 】

・全債権額 が３００万，ＡＢＣの負担部分 は１００万 円ずつで平等→ Ｃが無資力な場合？

４４４条→ ＡＢの負担部分が１５０万円になる

４４５条→ 連帯 の免 除により，Ｂが１００万円しか責任 を負 わない場合

Ｂに負わせるべき５０万円分 は債権者の負担 になる

→ 債権者は２５０万 円しか請求 できない，５０万 円の返還請求 をされる

【４６４条】

保証人は被保証人に全額求償をしてもいいし，他 の債務者 に負担部分だけ求 償してもよい

∵被保証人が全額求償義務を果たし，その上で他 の債務者 に求 償するのは迂 遠
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選択債権→ 給付物 に個性 があること，給 付について複 数の選択肢【４０６条～選択債権】

のうち一 つに決めるべき債 権であること

・選択権があるのは原則 として債務者

・選択権 ある当事者（債権者 または債務者 ）が権 利を行使 しない場合→ 催告 により相手方に権利

が移 転す る

選択権ある第三者が権 利を行使 しない場 合→ 債務者 に選択権 が属する

・給付 の中で不能 なものがある場合→ 原則 として残 部に特定 する

選 択 権ある当事者（債 権 者または債務者 ！ ）の責 めに帰 すべき事 由 により給 付が不 能 になっ

た場合

→相手方 は不能 になった給 付を選択 することができる（債権者主義 債務不履行の問題 になor

る）

．第三者 の責 めに帰 すべき事由によって給付 が不 能になった場 合→原則通 りcf

破産者 の債 務の免 責 など→債 権 は免責 があっても履行不能になるので【 自然債務】P261
はない→金銭債務 もまた，破 産の免責 により履行不能 になるわけではない

【 債務不履行～履行不能】P269
履行不能 とともに当然に発 生する→ 債務 の履行期 を待 たない

発生 する損害賠償請求権→期 限の定 めなき債 務

∴履行不能とともに消滅時効 は起算されるが，請 求されて初めて遅 滞に陥る

金銭債権保全 の際にも，債務者 の無資力要件 が不要になる例【 ４２３条】P277
相続人ＣＤが土地 の売 主たる地 位を取得



→ 買主 Ａへの代金請求権を保全するため

ＣはＡがＤに対 して有 する登記移転請求権を代位行使可能

↓ その際

Ａの同時履行の抗弁 を奪うため，Ｄの登記義務 が果たされる必要

＃Ｄの履 行の有無 はＡの無資力 とは関係がない← ココがポイント

∴ Ｄに登記 の移 転に協力 するよう請求 し，効をそうしないなら債権保全の必要性あり

【Ｐ２９４ ４３７条～連帯債務における免除の絶対効】

免除後の債権額計算のポイント

・免 除された者 が債権者 に負 う債務の額 →全債務額 から免除 された額を引くのみ

＃簡 単すぎて試験 には出ない

・免 除された者以外が債権者に負 う債 務の額

★学 説に影響 されないポイント→これは機械的に守ればよい ！

減少しない・免 除されていない者の負担部分 は

・ が答えになる全員の負担部分を足したもの

∵本 来の債務額は分割債務としてＡＢＣが負担 する負担部分 を足したものだから



＃免 除により，免 除された者の負担部分 がどう減少 するか→学 説による争いある部分

事例

・ＡＢＣが６００万 円の連帯債務

Ａが① ３００万 円（全 体に対す る半分 ）を一部免除

② ４８０万 円（全 体に対す る５分の４）を一部免除された場 合

判例 →債権全額に対す る免 除の額に比 例して，負担部分も減 少す る

①Ａの負担部分 は２００万 ÷２＝１００万円 ，ＢＣの全債務 の額 は５００万 円

②Ａの負担部分 は２００万 ×５分の１＝４０万 円，ＢＣの全債務 の額は４４０万円になる

有力説

→ 債権全額 から免除 の額 を控 除，残額 が免除額 を下 回る限り，その額が負担部部になる

①６００－３００＝３００で，負担部分２００万円 を上 回る→ Ａの負担部分は減 少しない

∴ ＢＣの全債務額 は６００万 円で変わらない

②６００－４８０＝１２０で，負担部分２００万円 を下 回る→ Ａの負担部分は１２０万円

∴ ＢＣの全債務額 は５２０万 円になる

【４４３条】

・事前 （弁済前）の通知→ 他の者に抗弁権行使の機 会を与えるもの

怠った場 合，求償権 の行使において抗弁 を行 使される

・事後 （弁済後）の通知→ 他の者が二重弁済 をすることを防ぐためのもの

怠った場 合，他の者がした弁済 が有効

→ 自己 の弁 済は無 効になり債権者に求 償するしかなくなる

・第一 の弁済者 が事後の通 知を怠り，第二の弁済者が事 前の通知 を怠 った場合

第 一の弁済者 の弁済済み の抗弁 と，第 二の弁済者 の弁済済み の抗弁 のいずれが優 先するか

→いずれも保 護に値せ ず，原則に戻 る

∴第 一の弁済 が有効，第一 の弁済者 が第 二の弁済者の求 償を拒むことができる

事例 連帯債務者 の一人について保証 をした者【４６４条】

・原 則として被保証人 に全 額の求償 をするのみ

・４６４条により他の債務者にも負担部分のみ求 償できる

∵被保証人の求償権を代わりに 行使 →求 償の簡易化

【保証人の主債務者への求償】

・委託 ある保証人→全損害額について求償可能（連帯債務の求償 と同 じ）

・委託 なき保証

→意 思に反しない場 合は出捐時に被 った損 失に限 る（利息 ・賠償金は取 れない）

意 思に反す る場合 →現存利益 の範 囲に限る

∵委 託なき保 証は事務管理 に類似 するから（７０２条１項 ・３項参照）



Ａ ← Ｂ【４７５条】

↓

Ｃ

・Ｂは自 己の債権 をもってＣの債 務と相殺 できない

ＡからすればＣへ の債権を失うと同時 にＢに弁 済したことになるから帳尻 は合うが…

【Ｐ３４６ ５０１条 代位者が他の保証人・物上保証人などに求償できる額】

・保証人 は頭割 り（保証人が物上保証人をかねた場 合は保証人として数える）

＃弁 済をした者自身を数に入れることを忘れないこと

＃Ａは主債務者には全額求償可能 ∵主債務者は全部 を負担するから

・物上保証人→ 物上保証人間で担保目的物の額に比 例して責任 を負 う

・混 じった場 合→ 保証人と物上保証人 のグループは人数 に比例させた責任を負う

事例 ①

全債権額３０００万円 保証人 ＡＢ，物上保証人 Ｃ（２０００万 円の土 地）Ｄ（４０００万円 の土 地）

Ａが全額弁済した場 合のＡのＢＣＤへの求償額

・Ｂ… ４で３０００万円 を割る＝７５０万円

・ＣＤ… ７５０× ２＝１５００万 円の責任 を負う。これを１：２で分 ける＝５００万円 ，１０００万 円

事例 ②

①の事 例で，Ｃが保証人 も兼 ねている場合

ＢＣの責 任は保証人として７５０万円ず つ。Ｄは残りの７５０万円の責 任を負う

【Ｐ３６７～懸賞広告のまとめ】

・情報 を教 えてほしい，作品 を提 出してほしい，応募 をしてほしい

→一 定の行為 をした者に報酬 を与 える広告

・行為 を完 了す る者がない間は広 告の取消 （＝ 撤回）ができる（申込の撤 回と同趣旨）

だから行為 をなすべき期間を定めた場合は撤 回ができない

・行為 をした者 が数人 いる場 合（任意規定）

→早 い者勝ち，同時 の場合 は按分比例，分けられない場 合は抽選

・優等者にのみ報 酬を与える場 合→応 募の期間 を必ず定 めなければならない

優劣 は特に定めがない限 り広告者 が判定す る

→ 広告者の判断 に応募者 は異議 を述 べられない


